
����������������

　　　　　：規定市区数（左目盛）
　　　　　：実施市区数（左目盛）
　　　　　：規定割合（右目盛）
　　　　　：実施割合（右目盛）
※調査対象市区数は25年812市区、26・27年813市区、28・29年814市区
※割合は全て調査対象市区に対する割合
※過去の調査結果とあわせ本紙作成
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前
号
に
続
き
、
「
平
成
30

年
度
市
議
会
の
活
動
に
関
す

る
実
態
調
査
結
果
」
に
つ
い

て
掲
載
す
る
（
調
査
結
果
は

本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲

載
）
。
本
文
中
の
か
っ
こ
内

の
％
は
、
記
載
が
な
い
限
り
、

調
査
対
象
の
8
1
4
市
区
に

対
す
る
割
合
。
28
年
以
前
の

調
査
結
果
を
含
む
記
述
に
つ

い
て
は
、
全
て
本
紙
調
べ
。

議
員
間
討
議

議
員
間
（
自
由
）
討
議
を

規
定
し
て
い
る
の
は
27
市
増

6
市
減
の
4
9
2
市
区
（
60

・
4
％
）
。
根
拠
規
定
は
、

議
会
基
本
条
例
が
31
市
増
10

市
減
の
4
3
8
市
区
（
議
員

間
討
議
規
定
市
区
の
89
・
0

％
）
、
要
綱
や
申
し
合
わ
せ

が
5
市
増
7
市
減
の
34
市
区

（
同
6
・
9
％
）
、
会
議
規

則
が
3
市
増
の
9
市
（
同
1

・
8
％
）
。

議
員
間
討
議
を
実
施
し
た

の
は
45
市
増
43
市
減
の
2
8

3
市
区
（
議
員
間
討
議
規
定

市
区
の
57
・
5
％
）
。
議
員

間
討
議
を
行
っ
た
会
議
の
種

類
は
、
委
員
会
が
2
4
7
市

区
（
議
員
間
討
議
実
施
市
区

の
87
・
3
％
）
、
協
議
等
の

場
が
58
市
（
同
20
・
5
％
）
、

本
会
議
19
市
区
（
同
6
・
7

％
）
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

近
5
年
の
規
定
・
実
施
市

区
数
の
推
移
を
グ
ラ
フ
に
掲

載
し
た
。

政
務
活
動
費
の
状
況

政
務
活
動
費
を
交
付
し
て

い
る
の
は
2
市
増
2
市
減
の

7
1
8
市
区
（
88
・
2
％
）
。

25
年
の
調
査
開
始
以
降
、
28

年
調
査
ま
で
は
、
毎
年
増
加

し
て
い
た
が
、
29
年
は
前
年

と
同
数
だ
っ
た
。

交
付
対
象
は
、
会
派
が
65

市
区
増
71
市
区
減
の
2
8
9

市
区
（
政
活
費
交
付
市
区
の

40
・
3
％
）
で
最
多
。
会
派

ま
た
は
議
員
は
66
市
区
増
61

市
区
減
の
2
0
1
市
区
（
同

28
・
0
％
）
、
議
員
が
47
市

増
45
市
区
減
の
1
6
6
市

（
同
23
・
1
％
）
な
ど
。

交
付
方
法
は
、
概
算
払
い

が
18
市
区
増
51
市
減
の
6
5

1
市
区
（
政
活
費
交
付
市
区

の
90
・
7
％
）
と
最
多
で
9

割
以
上
を
占
め
た
。
会
派
に

概
算
払
い
し
、
会
派
か
ら
議

員
に
精
算
払
い
、
と
し
た
の

は
21
市
増
12
市
区
減
の
35
市

（
同
4
・
9
％
）
。
精
算
払

い
は
30
市
増
6
市
減
の
32
市

（
4
・
5
％
）
で
、
28
年
の

4
倍
と
な
っ
た
。

政
活
費
を
交
付
し
て
い
る

全
7
1
8
市
区
が
、
収
支
報

告
書
に
全
て
の
領
収
書
を
添

付
し
て
い
る
。

議
員
一
人
当
た
り
の
交
付

月
額
は
▽
1
万
円
未
満
�
46

市
（
政
活
費
交
付
市
区
の
6

・
4
％
）
▽
1
万
円
以
上
2

万
円
未
満
�
2
3
8
市
（
同

33
・
1
％
）
▽
2
万
円
以
上

3
万
円
未
満
�
1
6
9
市

グラフ 議員間討議の規定・実施の市区数・
割合の推移（近5年）

【
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へ
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【
1
面
か
ら
続
く
】

（
同
23
・
5
％
）
▽
3
万
以

上
5
万
円
未
満
�
1
1
8
市

（
同
16
・
4
％
）
▽
5
万
円

以
上
10
万
円
未
満
�
78
市
区

（
同
10
・
9
％
）
▽
10
万
円

以
上
20
万
円
未
満
�
47
市
区

（
同
6
・
5
％
）
▽
20
万
円

以
上
30
万
円
未
満
�
8
市
区

（
同
1
・
1
％
）
▽
30
万
円

以
上
�
14
市（
同
1
・
9
％
）

―
と
な
っ
て
お
り
、
市
区
数

の
多
い
・
割
合
の
高
い
順
に

「
1
万
円
以
上
2
万
円
未
満
」、

「
2
万
円
以
上
3
万
円
未
満
」

で
、
こ
の
順
番
は
25
年
の
調

査
開
始
以
来
変
わ
っ
て
い
な

い
。
25
年
か
ら
、
「
3
万
円

以
上
5
万
円
未
満
」
は
毎
年

増
加
し
、
「
1
万
円
未
満
」

は
毎
年
減
少
し
て
い
る
。

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
収
支

報
告
書
な
ど
を
公
開
し
て
い

る
の
は
87
市
区
増
3
市
区
減

の
5
8
3
市
区
（
政
活
費
交

付
市
区
の
81
・
2
％
）
。
収

支
報
告
書
が
4
4
9
市
区

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
の
収

支
報
告
書
等
公
開
市
区
の
77

・
0
％
）
、
領
収
書
が
2
1

4
市
区
（
同
36
・
7
％
）
、

活
動
報
告
書
・
視
察
報
告
書

が
2
1
0
市（
同
36
・
0
％
）、

会
計
帳
簿
が
1
1
8
市
区

（
同
20
・
2
％
）
、
支
出
伝

票
が
54
市
区（
同
9
・
3
％
）

―
な
ど
と
な
っ
て
い
る
（
複

数
回
答
の
た
め
合
計
市
区
数

は
5
8
3
を
超
え
る
）
。
領

収
書
は
28
年
の
69
市
区
か
ら

3
倍
超
増
、
収
支
報
告
書
は

同
3
0
4
市
区
か
ら
約
1
・

5
倍
、
活
動
・
視
察
報
告
書

は
同
1
2
1
市
か
ら
約
1
・

7
倍
に
増
加
し
て
い
る
。

広
報
広
聴

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
議
会

が
情
報
発
信
し
て
い
る
内
容

は
、
多
い
順
に
①
議
員
名
簿

8
1
4
市
区
（
1
0
0
％
）

②
会
議
日
程
8
1
3
市
区

（
99
・
9
％
）
③
会
議
録
、

会
議
録
検
索
シ
ス
テ
ム
8
1

2
市
区
（
99
・
8
％
）
④
議

会
だ
よ
り
7
9
1
市
区
（
97

・
2
％
）
な
ど
と
な
っ
て
い

る
。28

年
か
ら
増
加
し
た
掲
載

内
容
は
、
多
い
順
に
①
政
務

活
動
費
の
収
支
報
告
書
な
ど

が
91
市
区
増
で
5
8
9
市
区

（
72
・
4
％
）
②
行
政
視
察

の
受
け
入
れ
案
内
や
行
政
視

察
報
告
な
ど
が
54
市
区
増
で

5
5
5
市
区
（
68
・
2
％
）
、

ネ
ッ
ト
に
よ
る
議
会
中
継
な

ど
が
32
市
増
の
6
6
1
市
区

（
81
・
2
％
）
と
な
っ
て
い

る
。

26
年
か
ら
の
調
査
項
目
の

う
ち
▽
議
会
独
自
の
フ
ェ
イ

ス
ブ
ッ
ク
の
実
施
▽
議
会
独

自
の
ツ
イ
ッ
タ
ー
の
実
施
▽

議
会
モ
ニ
タ
ー
制
度
の
採
用

▽
議
会
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ

ン
ト
の
実
施
▽
住
民
ア
ン
ケ

ー
ト
調
査
の
実
施
―
に
つ
い

て
は
、
そ
の
他
の
項
目
で
あ

る
大
学
等
と
の
協
定
の
締
結

と
あ
わ
せ
て
表
に
掲
載
し
た
。

子
ど
も
・
模
擬
・
女
性
議
会

子
ど
も
議
会
は
50
市
増
36

市
減
の
1
9
4
市
区
（
23
・

8
％
）
が
開
催
。
模
擬
議
会

は
15
市
増
14
市
減
の
30
市

（
3
・
7
％
）
、
女
性
議
会

は
6
市
増
6
市
減
の
9
市

（
1
・
1
％
）
が
開
催
し
た
。

そ

の

他

「
出
産（
議
員
本
人
の

み
）」に
伴
う
欠
席
に
関
す
る

会
議
規
則
は
21
市
区
増
1
市

減
の
7
4
5
市
区
（
91
・
5

％
）
が
規
定
し
て
お
り
、
12

市
区
で
事
例
が
あ
る
。

「
事
故
」「
出
産（
議
員
本

人
の
出
産
の
み
）」以
外
の
欠

席
事
由
に
関
す
る
会
議
規
則

は
10
市
増
5
市
減
の
1
1
3

市
区
（
13
・
9
％
）
が
規
定
。

規
定
事
項
は
▽
議
員
の
家
族

の
介
護
・
看
護
�
22
市
区
▽

議
員
の
配
偶
者
の
出
産
�
15

市
▽
議
員
の
家
族
の
育
児
�

10
市
―
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

本
会
議
場
に
パ
ソ
コ
ン
や

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
ど
ち
ら

か
で
も
持
ち
込
み
が
原
則
、

も
し
く
は
希
望
す
れ
ば
持
ち

込
み
可
と
し
て
い
る
の
は
2

5
3
市
区
（
31
・
1
％
）
、

委
員
会
室
で
は
3
1
3
市
区

（
38
・
5
％
）
だ
っ
た
。

電
子
表
決
（
押
し
ボ
タ
ン

式
表
決
）
シ
ス
テ
ム
の
導
入

は
、
13
市
増
1
市
減
の
86
市

区
（
10
・
6
％
）
で
、
調
査

を
開
始
し
た
24
年
か
ら
毎
年

増
加
し
て
い
る
。

表 広報広聴、協定締結などの市区数・割合の推移（26年から調査）

※調査対象市区数は26・27年813市区、28・29年814市区
※かっこ内の％は全て調査対象市区数に対する割合
※過去の調査結果とあわせ本紙作成

▽
渋
谷
区
（
東
京
都
）

〒
1
5
0
―
8
0
1
0

渋

谷
区
宇
田
川
町
1
―
1

電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番
号

は
変
更
な
し

29年

89市区（10.9%）
19市増

29市区（3.6%）
4市増

25市（3.1%）
7市増

46市（5.7%）
1市減

58市区（7.1%）
18市増
18市（2.2%）
5市増

28年

70市区（8.6%）
17市増

25市区（3.1%）
2市増

18市（2.2%）
2市増

47市（5.8%）
13市減

40市区（4.9%）
16市区増
13市（1.6%）
5市増

27年

53市区（6.5％）
14市増

23市区（2.8％）
3市増

16市（2.0％）
1市減

60市（7.4％）
43市区減

24市区（2.9％）
11市減

8市（1.0％）
2市増

26年

39市区（4.8％）
―

20市区（2.5％）
―

17市（2.1％）
―

103市区（12.7％）
―

35市（4.3％）
―

6市（0.7％）
―

年

議会独自のフェイスブックの実施
前年比

議会独自のツイッターの実施
前年比

議会モニター制度の採用
前年比

議会のパブリックコメントの実施
前年比

住民アンケート調査の実施
前年比

議会と大学等との協定の締結
前年比

新新
庁庁
舎舎
落落
成成

第2073号 平成31年1月25日 （2）全国市 議 会 旬 報



東
日
本
大
震
災
か
ら
8

年
が
経
過
し
よ
う
と
し
て

い
る
が
、
復
興
は
道
半
ば
。

盛
岡
市
議
会
議
長
を
務
め

る
天
沼
久
純
副
会
長
は

「
世
界
に
つ
な
が
る
ま
ち

『
盛
岡
市
』と
し
て
、
盛
岡

市
広
域
、
被
災
地
は
も
と

よ
り
岩
手
県
全
体
が
輝
け

る
よ
う
、
け
ん
引
で
き
る
市

で
あ
り
た
い
」
と
力
説
。
岩

手
、
宮
城
両
県
が
北
上
山
地

へ
の
誘
致
を
目
指
し
て
い
る
、

宇
宙
の
始
ま
り
の
謎
に
迫
る

次
世
代
の
大
型
加
速
器
「
国

際
リ
ニ
ア
コ
ラ
イ
ダ
ー（
Ｉ

Ｌ
Ｃ
）」の
研
究
所
に
つ
い
て

「
世
界
的
事
業
で
あ
り
、
東

北
の
未
来
を
輝
か
せ
る
た
め

に
も
必
要
な
も
の
」
と
し
て

期
待
を
寄
せ
る
。

盛
岡
市
は
人
口
29
万
人
、

広
域
8
市
町
で
約
50
万
人
の

人
口
を
抱
え
て
お
り
、
昨
年

12
月
に
は
、
近
隣
市
町
村
を

含
め
た
地
域
全
体
の
経
済
、

生
活
を
支
え
、
東
京
圏
へ
の

人
口
流
出
を
抑
止
す
る
中
心

・
拠
点
と
し
て
国
が
示
し
た

中
枢
中
核
都
市
に
位
置
付
け

ら
れ
た
。
人
口
減
少
社
会
の

到
来
に
つ
い
て
は
「
危
機
感

を
持
ち
、
周
辺
市
町
と
連
携

し
た
対
応
が
重
要
」
と
い
う
。

東
日
本
大
震
災
で
大
き
な

被
害
を
受
け
た
自
治
体
に
お

い
て
は
、
現
在
も
、
故
郷
に

戻
れ
ず
、
盛
岡
に
も
避
難
し

た
ま
ま
の
人
た
ち
が
い
る
。

一
日
も
早
い
復
興
が
最
重
要

課
題
で
あ
り
「
ま
だ
イ
ン
フ

ラ
整
備
が
十
分
で
な
い
自
治

体
が
多
く
、
復
興
へ
の
取
り

組
み
が
真
っ
先
に
必
要
だ
」

と
力
を
込
め
る
。

そ
の
た
め
に
も
、
Ｉ
Ｌ
Ｃ

の
誘
致
は
「
東
北
に
新
し
い

力
を
呼
び
起
こ
す
契
機
に
な

り
、
国
際
的
な
施
設
の
設
立

に
伴
う
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
へ
の

相
乗
効
果
も
大
き
い
」
と
強

調
。
誘
致
に
よ
り
数
多
く
の

研
究
者
が
滞
在
す
る
こ
と
で
、

商
業
・
住
居
・
宿
泊
施
設
な

ど
の
整
備
と
い
う
活
性
化
に

つ
な
が
る
。

盛
岡
市
は
2
0
2
0
東
京

オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ
ク
の
カ
ナ
ダ
の
ホ
ス
ト

タ
ウ
ン
に
認
定
さ
れ
た
。
ま

た
、
29
年
に
は
、
ス
ポ
ー
ツ

を
キ
ー
ワ
ー
ド
に
連
携
し
た

盛
岡
広
域
ス
ポ
ー
ツ
コ
ミ
ッ

シ
ョ
ン
を
立
ち
上
げ
、
テ
ニ

ス
の
世
界
的
大
会
で
あ
る
デ

ビ
ス
カ
ッ
プ
の
誘
致
・
開
催

な
ど
積
極
的
な
活
動
を
展
開

し
て
い
る
。

東
日
本
大
震
災
の
被
災
地

で
あ
る
釜
石
市
で
は
、
新
設

う
の
す
ま
い

の
釜
石
鵜
住
居
復
興
ス
タ
ジ

ア
ム
で
ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド

カ
ッ
プ
2
0
1
9（
Ｒ
Ｗ
Ｃ
）

が
行
わ
れ
、
こ
こ
で
試
合
が

あ
る
ナ
ミ
ビ
ア
の
キ
ャ
ン
プ

地
に
盛
岡
市
が
選
ば
れ
た
。

釜
石
市
は
ウ
ル
グ
ア
イ
と
カ

ナ
ダ
、
北
上
市
は
ウ
ル
グ
ア

イ
、
宮
古
市
は
フ
ィ
ジ
ー
と

ナ
ミ
ビ
ア
の
キ
ャ
ン
プ
地
に

な
っ
て
い
る
。

「
ス
ポ
ー
ツ
を
通
じ
た
ま

ち
づ
く
り
の
ほ
か
、
昨
年
12

月
か
ら
始
ま
っ
た
盛
岡
産
リ

ン
ゴ
を
カ
ナ
ダ
に
輸
出
す
る

取
り
組
み
も
支
援
す
る
」
と
、

輝
く
県
づ
く
り
け
ん
引
の
た

め
に
、
力
を
注
ぐ
。

国
際
リ
ニ
ア
コ
ラ
イ
ダ
ー

（
Ｉ
Ｌ
Ｃ
）

電
子
と
陽
電

子
を
加
速
し
て
衝
突
さ
せ
、

発
生
し
た
素
粒
子
を
観
測
す

る
大
型
施
設
。
計
画
で
は
、

地
下
に
約
20
�
の
直
線
状
の

ト
ン
ネ
ル
を
堀
っ
て
建
設
す

る
。
宇
宙
の
始
ま
り
の
謎
解

明
な
ど
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

﹇
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
﹈

市
議
会
議
員
の
父
親
の
手

伝
い
を
し
て
い
る
う
ち
、
い

つ
し
か
議
員
に
。
議
長
に
な

っ
て
か
ら
は
、
議
員
全
員
が

大
学
に
出
向
き
、
盛
岡
市
の

未
来
を
語
る
「
お
出
か
け
ミ

ー
テ
ィ
ン
グ
」
を
初
め
て
開

催
。
高
校
生
を
議
場
に
招
き
、

2
回
目
の
高
校
生
会
議
も
開

催
し
た
。
家
業
と
し
て
、
自

動
車
学
校
や
保
育
園
の
ほ
か
、

農
業
も
営
み
「
美
味
し
い
お

米
」
が
自
慢
。
自
動
車
学
校

に
携
わ
り
40
年
を
超
え
た
昨

年
は
、
警
察
庁
長
官
と
全
日

本
指
定
自
動
車
教
習
所
協
会

連
合
会
長
連
名
の
教
習
功
労

者
全
国
表
彰
を
受
け
た
。
1

8
0
�
の
長
身
を
い
か
し
、

学
生
時
代
は
バ
レ
ー
ボ
ー
ル

の
ア
タ
ッ
カ
ー
。
現
在
も
ス

ポ
ー
ツ
推
進
員
の
傍
ら
キ
ン

ボ
ー
ル
ス
ポ
ー
ツ
な
ど
の
ニ

ュ
ー
ス
ポ
ー
ツ
に
も
チ
ャ
レ

ン
ジ
し
、
壮
年
を
謳
歌
し
て

い
る
。
趣
味
は
旅
行
。
「
見

知
ら
ぬ
街
を
歩
き
、
そ
こ
の

名
物
を
味
わ
う
の
が
至
福
の

時
。
も
ち
ろ
ん
妻
と
一
緒
で

す
」
。
62
歳
。

「
自
助
」「
共
助
」で

地
域
の
防
災
を

内
閣
府
は
、
自
助
・
共
助

推
進
の
た
め
、
イ
ベ
ン
ト
を

開
催
し
て
い
ま
す
。

多
発
す
る
災
害
か
ら
身
を

守
る
た
め
に
は
「
公
助
」
と

連
携
し
、
自
分
の
身
は
自
分

で
助
け
る
「
自
助
」
や
、
近

所
の
人
な

ど
と
助
け

合
う
「
共

助
」
を
進

め
る
こ
と

が
大
切
で
す
。

1
月
27
日
に
松
山
市
で

「
防
災
と
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の

つ
ど
い
in
愛
媛
」
を
実
施
。

2
月
23
日
に
は
「
防
災
教
育

チ
ャ
レ
ン
ジ
プ
ラ
ン
活
動
報

告
会
in
東
京
」
が
開
催
さ
れ
、

防
災
教
育
に
取
り
組
ん
だ
16

組
が
1
年
間
の
成
果
を
発
表

し
ま
す
。
3
月
16
日
に
は

「
地
区
防
災
計
画
フ
ォ
ー
ラ

ム
in
大
阪
」
が
開
催
さ
れ
、

地
区
防
災
計
画
の
30
年
度
の

進
展
を
共
有
し
ま
す
。

東
北
に
輝
く
未
来
を

リ
ニ
ア
コ
ラ
イ
ダ
ー
誘
致
へ

天
沼
副
会
長
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

（3） 平成31年1月25日 第2073号全国市 議 会 旬 報



真
庭
市
議
会
は
、
15
項
目

の
議
会
活
性
化
策
に
取
り
組

み
、
成
果
を
上
げ
て
い
る
。

市
民
の
意
見
を
施
策
に
反
映

さ
せ
る
た
め
、
常
任
委
員
会

ご
と
に
多
様
な
団
体
と
の
意

見
交
換
を
行
い
、
議
会
報
告

会
は
「
市
民
と
語
る
会
」
を

加
え
て
実
施
。
政
策
討
論
に

基
づ
く
政
策
形
成
サ
イ
ク
ル

の
確
立
で
市
長
に
政
策
提
言

を
行
っ
て
い
る
。
タ
ブ
レ
ッ

ト
端
末
を
活
用
し
て
効
率
的

な
議
会
運
営
も
始
め
た
。

議
会
活
動
へ
の
多
様
な
市

民
参
加
の
推
進
な
ど
議
会
基

本
条
例
の
理
念
実
現
へ
、
議

員
全
員
が
メ
ン
バ
ー
の
議
会

活
性
化
推
進
特
別
委
員
会
が

政
策
立
案
、
住
民
参
加
、
情

報
公
開
の
3
分
科
会
で
議
論
。

28
年
12
月
に
15
項
目
の
活
性

化
策
を
策
定
し
た
。

常
任
委
員
会
の
意
見
交
換

会
は
、
自
主
防
災
組
織
、
障

が
い
者
の
自
立
支
援
協
議
会
、

観
光
振
興
団
体
、
地
域
お
こ

し
協
力
隊
、
放
課
後
児
童
ク

ラ
ブ
、
林
業
・
木
材
団
体
な

ど
と
実
施
。
政
策
形
成
サ
イ

ク
ル
で
は
、
政
策
討
論
会
で

の
議
員
間
討
議
を
通
じ
て
、

各
常
任
委
員
会
か
ら
の
提
案

を
全
議
員
で
議
論
し
、
議
会

の
総
意
と
し
て
「
障
が
い
者

の
一
般
就
労
に
向
け
た
支
援

策
」
な
ど
を
執
行
部
へ
政
策

提
言
し
て
い
る
。

「
議
会
報
告
会
＋
市
民
と

語
る
会
」
は
、
2
年
度
に
か

け
て
小
学
校
区
単
位
24
会
場

で
行
い
、
若
い
世
代
や
女
性

の
参
加
が
少
な
い
と
い
う
課

題
が
出
た
も
の
の
、
参
加
者

か
ら
は
「
議
員
を
身
近
に
感

じ
た
」
「
議
員
と
話
が
で
き

る
機
会
が
あ
る
の
は
良
い
こ

と
」
「
広
い
視
野
で
活
動
で

き
る
議
員
で
い
て
ほ
し
い
」

と
歓
迎
す
る
声
が
多
か
っ
た
。

情
報
公
開
で
は
、
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
政
務
活
動
費
の
領

収
書
な
ど
を
過
去
の
分
も
さ

か
の
ぼ
っ
て
公
開
し
て
い
る
。

こ
う
し
た
活
性
化
策
の
推

進
に
当
た
り
、
議
員
全
員
が

何
ら
か
の
役
割
を
担
当
し
、

皆
で
活
性
化
さ
せ
よ
う
と
い

う
機
運
を
高
め
、
〝
全
員
野

球
〞
で
の
取
り
組
み
に
つ
な

が
っ
て
い
る
。
早
稲
田
大
学

マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
研
究
所
の

「
議
会
改
革
度
調
査
2
0
1

7
」
で
は
、
政
策
討
論
会
、

市
民
と
語
る
会
な
ど
活
性
化

策
が
評
価
さ
れ
、
大
き
く
ラ

ン
ク
ア
ッ
プ
し
た
。

長
尾
修
真
庭
市
議
会
議
長

は
「
亥
年
に
ふ
さ
わ
し
く
、

議
員
一
同
決
意
も
新
た
に
、

さ
ら
な
る
議
会
活
性
化
を
目

指
し
果
敢
に
前
進
し
て
い

く
」
と
話
し
て
い
る
。

﹇
真
庭
市
﹈面
積
の
8
割
が
山

林
で
林
業
、
製
材
業
が
盛
ん

な
地
域
。
豊
富
な
木
質
バ
イ

【
5
面
へ
続
く
】

総
務
省
は
31
年
1
月
1
日
、

「
平
成
31
年
中
に
お
け
る
地

方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
員

及
び
長
の
任
期
満
了
に
関
す

る
調（
30
年
11
月
1
日
現

在
）」
と
「
平
成
31
年
統
一
地

方
選
挙
執
行
予
定
団
体
に
関

す
る
調（
30
年
12
月
1
日
現

在
）」を
同
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
公
表
し
た
。

平
成
31
年
中
に
お
け
る
地

方
公
共
団
体
の
議
会
の
議

員
及
び
長
の
任
期
満
了
に

関
す
る
調

調
査
結
果
に
よ
る
と
、
31

年
中
に
市
区
議
会
議
員
が
任

期
満
了
と
な
る
の
は
、
全
8

1
5
市
区
議
会
（
7
9
2
市

と
特
別
区
23
区
）
の
う
ち
、

4
2
8
市
区
議
会
（
4
0
6

市
と
22
区
）
で
全
市
区
の
52

・
5
％
に
当
た
る
。

月
別
で
は
1
月
が
6
市
、

2
月
が
15
市
、
3
月
は
な
し
、

4
月
が
2
7
3
市
区
（
2
5

4
市
と
19
区
）
、
5
月
が
59

市
区
（
56
市
と
3
区
）
、
6

月
が
7
市
、
7
月
が
17
市
、

8
月
が
9
市
、
9
月
が
20
市
、

10
月
が
7
市
、
11
月
が
10
市
、

12
月
が
5
市
と
な
っ
て
い
る
。

31
年
中
で
任
期
満
了
が
多

い
都
道
府
県
は
、
東
京
都
が

43
市
区
（
21
市
と
22
区
）
、

北
海
道
が
30
市
、
愛
知
県
が

28
市
。
少
な
い
の
は
富
山
・

鳥
取
両
県
が
な
し
、
島
根
・

愛
媛
・
沖
縄
県
が
各
1
市
、

秋
田
・
山
口
・
徳
島
県
が
各

2
市
と
な
っ
て
い
る
。

4
年
前
の
27

年
中
は
、
全
8

1
3
市
区
中
4

2
8
市
区
（
4

0
6
市
と
22

区
）
、
52
・
6

％
が
任
期
満
了

と
な
っ
て
い
る
。

31
年
中
は
任
期

満
了
市
区
数
は

同
数
だ
が
、
団
体
数
が
8
1

5
市
区
と
2
市
増
加
し
た
た

め
、
0
・
1
％
減
の
52
・
5

％
と
な
っ
て
い
る
。

平
成
31
年
統
一
地
方
選
挙

執
行
予
定
団
体
に
関
す
る

調本
調
査
は
、
統
一
地
方
選

挙
執
行
予
定
団
体
と
し
て
、

31
年
3
月
1
日
か
ら
6
月
10

日
ま
で
の
間
に
議
会
の
議
員

と
長
の
任
期
が
満
了
す
る
団

体
に
つ
い
て
調
べ
た
も
の
。

調
査
結
果
で
は
、
都
道
府

県
・
市
区
・
町
村
を
合
わ
せ

た
全
団
体
数
1
7
8
8
の
う

ち
31
年
の
統
一
地
方
選
挙
執

行
予
定
団
体
は
、
長
が
2
2

8
団
体
、
議
員
が
7
4
5
団

体
。
1
7
8
8
団
体
か
ら
算

出
し
た
統
一
率
は
、
長
が
12

・
8
％
、
議
員
が
41
・
7
％
。

31
年
の
市
区
議
会
議
員
の
統

一
選
の
執
行
状
況
は
、
指
定

都
市
で
は
20
市
の
う
ち
17
市

（
85
・
0
％
）
、
特
別
区
23

区
で
は
20
区
（
87
・
0
％
）、

指
定
都
市
と
特
別
区
以
外
の

7
7
2
市
で
は
2
9
4
市

（
38
・
1
％
）
で
計
3
3
1

市
区
（
40
・
6
％
）
で
行
わ

れ
る
。

前
回
の
統
一
選
で
あ
る
27

年
と
比
べ
る
と
、
指
定
都
市

は
17
市
で
同
数
、
特
別
区
は

21
区
か
ら
1
区
減
、
指
定
都

市
と
特
別
区
以
外
の
市
は
2

9
5
市
（
調
査
時
点
7
7
0

市
）
か
ら
1
市
減
と
な
っ
て

い
る
。

1155
項項
目目
のの
活活
性性
化化
策策
でで
成成
果果

真真
庭庭
市市
議議
会会

331市区で議員選挙
総務省調査統一地方選

長尾真庭市議長
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オ
マ
ス
資
源
を
活
用
し
た
バ

イ
オ
マ
ス
発
電
所
や
観
光
地

を
結
び
、
バ
イ
オ
マ
ス
利
活

用
の
実
態
を
見
て
、
触
れ
て
、

学
べ
る
「
バ
イ
オ
マ
ス
ツ
ア

ー
真
庭
」
に
は
、
全
国
の
自

治
体
議
会
が
行
政
視
察
に
訪

れ
る
。
30
年
6
月
、
国
連
の

掲
げ
る
持
続
可
能
な
開
発
目

標
（
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）
の
達
成
に

向
け
、
優
れ
た
取
り
組
み
を

行
う
都
市
と
し
て
中
山
間
地

域
で
唯
一
の
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
未

来
都
市
」
に
選
ば
れ
た
。
市

ひ
る
ぜ
ん

北
部
の「
国
立
公
園
蒜
山
」

は
雄
大
な
自
然
を
楽
し
め
る

観
光
ス
ポ
ッ
ト
で
、
味
噌
だ

れ
で
焼
き
上
げ
る
ご
当
地
グ

ル
メ
「
ひ
る
ぜ
ん
焼
そ
ば
」

も
人
気
。

【
4
面
か
ら
続
く
】

政
府
は
30
年
12
月
21
日
の

閣
議
で
、
「
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
（
2

0
1
8
改
訂
版
）
」
を
決
定

し
た
。
東
京
一
極
集
中
是
正

の
た
め
の
中
枢
中
核
都
市
の

機
能
強
化
な
ど
「
ま
ち
」
に

焦
点
を
当
て
た
地
方
の
魅
力

を
高
め
る
ま
ち
づ
く
り
の
推

進
と
、
東
京
圏
（
東
京
、
埼

玉
、
千
葉
、
神
奈
川
4
都
県
）

か
ら
地
方
へ
の
Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ
ー

ン
に
よ
る
起
業
・
就
業
者
創

出
な
ど
「
ひ
と
」「
し
ご
と
」

に
焦
点
を
当
て
た
「
わ
く
わ

く
地
方
生
活
実
現
政
策
パ
ッ

ケ
ー
ジ
」
の
着
実
な
実
行
が

2
本
柱
。
政
府
は
、
中
枢
中

核
都
市
と
し
て
東
京
圏
以
外

の
昼
夜
間
人
口
比
率
0
・
9

以
上
の
政
令
指
定
都
市
、
中

核
市
、
施
行
時
特
例
市
、
県

庁
所
在
市
、
連
携
中
枢
都
市

の
計
82
市
を
示
し
た
。

第
1
期
総
合
戦
略
の
最
終

年
で
あ
る
2
0
1
9
年
度
は
、

総
仕
上
げ
に
取
り
組
む
と
と

も
に
、
20
年
度
以
降
の
次
期

総
合
戦
略
策
定
の
準
備
を
開

始
す
る
、
と
し
て
い
る
。

改
訂
版
で
は
、
地
方
の
魅

力
を
高
め
る
ま
ち
づ
く
り
の

う
ち
、
中
枢
中
核
都
市
に
は
、

活
力
あ
る
地
域
社
会
を
維
持

す
る
た
め
に
中
心
・
拠
点
と

し
て
、
近
隣
市
町
村
を
含
め

た
圏
域
全
体
の
経
済
、
生
活

を
支
え
、
東
京
圏
へ
の
人
口

流
出
を
抑
止
す
る
機
能
発
揮

を
期
待
。
産
業
活
動
発
展
の

環
境
、
広
域
的
事
業
活
動
・

住
民
生
活
の
基
盤
整
備
な
ど

を
求
め
た
。
機
能
強
化
の
支

援
で
は
、
課
題
に
応
じ
、
手

上
げ
方
式
で
、
省
庁
横
断
的

な
チ
ー
ム
に
よ
る
ハ
ン
ズ
オ

ン
支
援
を
実
施
。
多
種
多
様

・
広
域
的
な
政
策
課
題
に
対

応
で
き
る
よ
う
地
方
創
生
推

進
交
付
金
を
活
用
し
、
市
区

町
村
で
一
律
の
交
付
上
限
額

・
申
請
上
限
件
数
は
19
年
度

以
降
、
中
枢
中
核
都
市
向
け

の
上
限
新
設
を
検
討
す
る
。

人
口
減
少
社
会
に
対
応
し

た
「
ま
ち
」
へ
の
再
生
で
は
、

住
宅
団
地
を
含
む
一
定
の
地

域
で
エ
リ
ア
限
定
的
に
、
ワ

ン
ス
ト
ッ
プ
で
用
途
規
制
に

か
か
る
手
続
き
の
柔
軟
化
な

ど
を
実
現
す
る
制
度
の
構
築

を
検
討
す
る
。

「
わ
く
わ
く
地
方
生
活
実

現
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
」
で
は
、

Ｕ
Ｉ
Ｊ
タ
ー
ン
に
よ
る
起
業

・
就
業
者
を
6
年
間
で
6
万

人
創
出
。
全
国
規
模
の
マ
ッ

チ
ン
グ
を
支
援
す
る
と
と
も

に
、
地
方
移
住
者
の
経
済
負

担
を
軽
減
し
、
東
京
23
区
在

住
者
・
通
勤
者
が
地
方
で
就

業
し
た
場
合
、
最
大
1
0
0

万
円
、
地
方
で
の
起
業
に
同

3
0
0
万
円
を
地
方
創
生
推

進
交
付
金
で
支
援
す
る
。
女

性
、
高
齢
者
ら
の
活
躍
に
よ

る
新
規
就
業
者
の
掘
り
起
こ

し
も
進
め
、
6
年
間
で
24
万

人
を
目
標
に
同
交
付
金
で
支

援
。
地
域
お
こ
し
協
力
隊
は
、

事
業
者
と
隊
員
を
マ
ッ
チ
ン

グ
す
る
モ
デ
ル
事
業
で
事
業

承
継
を
支
援
す
る
な
ど
し
、

現
在
約
5
千
人
の
隊
員
を
6

年
後
8
千
人
に
拡
充
す
る
。

都
会
の
子
供
に
田
舎
暮
ら

し
へ
の
関
心
を
持
っ
て
も
ら

お
う
と
、
小
中
学
生
ら
の
農

山
漁
村
体
験
も
充
実
さ
せ
る
。

24
年
度
ま
で
に
小
学
生
65
万

人
、
中
学
生
75
万
人
、
高
校

生
30
万
人
が
参
加
す
る
と
い

う
目
標
を
新
た
に
設
定
。
将

来
の
移
住
、
地
域
社
会
を
担

う
人
材
育
成
を
目
的
に
し
た

4
泊
5
日
な
ど
長
期
活
動
を

同
交
付
金
で
支
援
し
、
こ
れ

ま
で
小
学
校
の
取
り
組
み
だ

け
が
対
象
だ
っ
た
地
方
財
政

措
置
を
中
学
校
向
け
に
も
拡

大
す
る
。
地
方
で
の
外
国
人

材
の
活
用
も
進
め
る
。

第
4
回
防
災
推
進
国
民
会

議
が
30
年
12
月
25
日
、
首
相

官
邸
で
開
か
れ
、
山
田
一
仁

会
長
（
札
幌
市
議
会
議
長
）

が
出
席
し
た
。

主
催
者
挨
拶
で
安
倍
晋
三

内
閣
総
理
大
臣
は
「
30
年
に

発
生
し
た
大
規
模
災
害
で
亡

く
な
っ
た
方
々
に
哀
悼
の
意

を
表
す
る
と
と
も
に
、
被
災

さ
れ
た
方
々
へ
心
か
ら
の
お

見
舞
い
申
し
上
げ
る
。
近
年
、

災
害
が
激
甚
化
す
る
中
、
国

民
の
生
命
や
財
産
を
守
る
防

災
・
減
災
、
国
土
強
靱
化
は
、

重
要
か
つ
喫
緊
の
課
題
で
あ

り
、
先
般
、
国
土
強
靱
化
基

本
計
画
と
防
災
・
減
災
、
国

土
強
靱
化
の
た
め
の
3
か
年

緊
急
対
策
を
取
り
ま
と
め

た
」
と
述
べ
た
。
そ
の
上
で
、

地
域
全
体
で
防
災
意
識
を
高

め
、
あ
ら
ゆ
る
自
然
災
害
に

備
え
る
「
防
災
意
識
社
会
」

の
構
築
が
重
要
と
し
、
「
7

月
豪
雨
で
は
、
地
域
で
の
日

頃
の
取
り
組
み
に
よ
り
、
無

事
に
避
難
で
き
た
例
も
あ
り
、

こ
の
よ
う
な
取
り
組
み
を
広

く
国
民
が
共
有
し
、
防
災
意

識
を
総
合
的
に
高
め
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
る
」
と
訴

え
た
。

議
事
で
は
、
活
動
報
告
に

続
き
、
今
後
の
活
動
方
針
と

し
て
▽
全
体
会
議
を
毎
年
少

な
く
と
も
1
回
開
催
し
意
見

交
換
な
ど
を
行
う
▽
国
民
の

防
災
意
識
の
醸
成
・
向
上
な

ど
を
図
る
事
業
を
行
う
―
こ

と
な
ど
を
決
定
し
た
。

山山
田田
会会
長長
出出
席席
しし
国国
民民
会会
議議

防防
災災
意意
識識
社社
会会
のの
構構
築築
をを

中
枢
中
核
都
市
の
機
能
強
化

わ
く
わ
く
地
方
生
活
実
現
へ
政
策
推
進

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
改
訂
版
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政
府
は
30
年
12
月
25
日
、

「
平
成
30
年
の
地
方
か
ら
の

提
案
等
に
関
す
る
対
応
方

針
」
を
閣
議
決
定
し
た
。
放

課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
「
従
う

べ
き
基
準
」
を
「
参
酌
す
べ

き
基
準
」
と
柔
軟
化
さ
せ
る

な
ど
の
成
果
が
あ
っ
た
。

30
年
の
提
案
総
数
3
1
9

件
の
う
ち
、
内
閣
府
と
関
係

省
庁
と
の
間
で
調
整
を
行
う

提
案
1
8
8
件
を
検
討
。
89

・
4
％
に
当
た
る
1
6
8
件

が
、
実
現
・
対
応
と
な
っ
た
。

本
紙
で
は
、
2
市
以
上
が

提
案
し
た
重
点
事
項
（
2
0

5
5
号
4
面
）
に
つ
い
て
、

1
次
回
答
時
（
2
0
5
8
号

5
面
）
、
再
検
討
の
視
点
提

示
時
（
2
0
6
2
号
4
面
）
、

2
次
回
答
時
（
2
0
6
5
号

6
・
7
面
）
と
表
を
掲
載
し

た
が
、
対
応
方
針
に
つ
い
て

は
、
下
表
の
通
り
と
な
っ
た
。

「
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
に

係
る『
従
う
べ
き
基
準
』等
の

見
直
し
」
は
、
豊
田
・
う
る

ま
・
本
巣
・
中
津
川
・
出
雲

・
松
山
・
広
島
市
な
ど
が
提

案
。
放
課
後
児
童
支
援
員
の

人
員
配
置
基
準
な
ど
に
つ
い

て
「
従
う
べ
き
基
準
」
だ
っ

た
が
、「
参
酌
す
べ
き
基
準
」

と
さ
れ
た
。
施
行
後
3
年
を

目
途
に
施
策
の
状
況
を
勘
案

し
、
質
確
保
の
観
点
か
ら
検

討
す
る
と
も
さ
れ
た
。

全
国
知
事
会
な
ど
執
行
三

団
体
は
、
同
日
公
表
し
た
声

明
で
「
参
酌
す
べ
き
基
準
」

と
さ
れ
る
こ
と
で
各
市
町
村

の
実
情
に
応
じ
た
施
設
設
置

や
運
営
に
取
り
組
め
る
と
し

て
「
そ
の
意
義
は
大
き
い
」

と
評
価
し
た
。

法
律
改
正
事
項
は
、
一
括

法
案
な
ど
を
今
年
の
通
常
国

会
に
提
出
。
移
譲
さ
れ
た
事

務
・
権
限
が
円
滑
に
執
行
で

き
る
よ
う
、
確
実
な
財
源
措

置
、
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備
な

ど
を
行
う
と
し
た
。

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
基
準
を
柔
軟
化

調
整
件
数
の
9
割
で
実
現
・
対
応

主な対応方針の概要

経過措置期間については、保育士に対する幼稚園教
諭免許状取得の特例、同免許状保有者に対する保育
士資格取得の特例も含めて延長することとし、所要
の措置を講ずる。

幼稚園教諭普通免許状に係る免許状更新講習の受講
対象拡充について、幼稚園型の一時預かり事業に従
事する者に関して調査・検討を行い、今年度中に結
論を得、必要な措置を講ずる。

児童指導員の資格要件は基準を今年度中に改正し、
幼稚園教諭の免許状を有するものを加える。

「従うべき基準」については、現行の基準内容を「参
酌すべき基準」とする。施行後3年を目途として、
状況を勘案し、放課後児童健全育成事業の質の確保
の観点から検討し、必要な措置を講ずる。

共同保育を盆や年末年始など保育所等の利用児童が
少ない場合に実施可能であることを明確化するため、
今年度中に通知する。

児童相談所を設置している中核市で、療育手帳の交
付に係る決定が可能であることを明確化し、今年度
中に周知する方向で検討し、必要な措置を講ずる。

施設型給付費等に係る処遇改善加算Ⅱの加算額配分
方法などについて、今年度の同加算の実施状況を踏
まえ検討し、来年度中に結論を得、必要な措置を講
ずる。

育児休業等の制度の趣旨に則った活用を促す方法を
検討し、今年度中に結論を得、必要な措置を講ずる。
同制度の延長の在り方については、提案の趣旨や保
育所の整備状況などを踏まえ、中長期的に検討し、必
要な措置を講ずる。

提案の概要

平成31年度末まで設けられている保育教諭の要
件の経過措置期間（保育士と幼稚園教諭免許の
片方の資格保有者でも保育教諭となることがで
きる）を延長する。

教育・保育従事者のうち、1／3以上配置する
必要がある保育士・幼稚園教諭について、①幼
稚園教諭免許状未更新者であって、市区町村長
等が実施する研修を受講し、市区町村長が認め
た者②小学校教諭、養護学校教諭－も含める。

児童養護施設の人材確保で、配置職員のうち、
児童指導員、保育士のほか、定数に幼稚園教諭
を含める。

放課後児童支援員の人員資格、人員配置につい
て、「従うべき基準」とされているものを「参酌
すべき基準」等に見直す。

利用児童の少ない土曜日に認められている「共
同保育（複数の保育所等の児童に対する保育を
1つの保育所等で実施するもの）」の実施につ
いて、盆・年末年始等においても可能とする。

療育手帳の交付の可否を決定する権限を、都道
府県知事等から児童相談所を設置している中核
市に移譲する。

保育士等の技能・経験に応じた処遇改善につい
て、各保育所等の人員配置の実態に見合った処
遇改善が地方の判断で可能となるようにする。

育児休業の期間の延長、育児休業給付金の支給
期間の延長に際しては、保留通知書の発行に代
わる、保育の実施が困難である旨を証明する方
法を検討する。

番号/提案団体/提案名

◯1豊中市、館山市
「幼保連携型認定こども
園の保育教諭の経過措
置規定に関する見直し」

◯2南房総市、水戸市
「一時預かり事業（幼稚
園型）の人員配置基準
の緩和及び幼稚園免許
更新対象者の拡大」

◯3堺市、神戸市
「児童養護施設に配置
すべき職員の数に幼稚
園教諭を含めることが
できるよう見直し」

◯4うるま市、豊田市、
本巣市ほか
「放課後児童クラブに
係る『従うべき基準』等
の見直し」

◯8大阪市、神戸市
「共同保育の実施可能
日の拡大」

◯9堺市、明石市
「療育手帳の交付決定
権限の都道府県から児
童相談所を設置してい
る中核市への移譲」

◯10浜松市、沼津市、三島市、
伊東市ほか
「子ども・子育て支援新制
度における保育士等の処遇
改善に係る制約の見直し」

◯12大阪市、京都市、箕
面市ほか
「育児休業等の期間延
長に係る手続の見直
し」

※番号は重点事項の番号
※内閣府公表の各府省からの対応方針の概要を基に本紙が表を作成表 2市以上が提案し、重点事項となったものの主な対応方針

30
年
提
案
募
集
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①農用地利用配分計画案の縦覧については廃止する
方向で検討し、今年度中に結論を得、必要な措置を
講ずる。②農用地利用集積計画の内容を変更する場
合、当事者、市町村の協議で足り、再度、同計画を
定める必要がないことを明確化するため、今年中に
周知する。

「公の施設」に該当しない施設の効率的・効果的な
運営管理を行おうとする地方公共団体の検討に資す
るよう先進事例を整理し、今年度中に周知する。

要介護認定に係る調査について、指定市町村事務受
託法人が調査を行う場合、介護支援専門員以外が調
査する影響を考慮しつつ検討し、来年度中に結論を
得、必要な措置を講ずる。
指定事業者の指定に係る事務については、事務の委
託、広域連合などを活用して一括で行うことが可能
であることと、その活用事例を今年度中に周知する。

住所地特例は、同対象施設を有する市町村と同対象
施設入所前の市町村の関係性について整理し、周知
する。同対象施設の入所者が直接、認知症対応型共
同生活介護事業所に入居する際、住所地特例の適用、
区域外指定活用が困難な場合の実態などを来年度中
に調査した上で、対応を地方公共団体の意見を踏ま
えて検討し、結論を得、必要な措置を講ずる。
対象に、看護小規模多機能型居宅介護のうち小規模
多機能型居宅介護に係るものを加えることを今年度
中に周知する。

①労働者災害補償保険法に基づく保険給付の調査は、
照会先が厚生労働省労働基準局であることを周知徹
底し、迅速かつ適正に生活保護費が決定されるよう
今年度中に周知する。②所得区分の確認事務は、地
方公共団体、保険者と協議の上、事務の在り方を検
討し、結論を得、必要な措置を講ずる。
個人番号（マイナンバー）の記載を義務付けている
被保険者証などの再交付申請手続きについて、今年
中に省令を改正し、個人番号の提供を受ける場合と
同等の本人確認措置を講じた場合に限り、省略可能
とする。
本人などの請求による住民票の写し等の交付につい
て、個人番号を記載した住民票の写しなどを成年後
見人に対して窓口交付可能であることを明確化する
ため、要領を改正する。【措置済】

市町村の判断で被災者の返済能力に応じて貸付額を
決定可能であることを来年度中に周知する。政令を
改正し、来年度中に、保証人を不要とすること、条
例で月賦償還を認めることを可能とし、周知する。
①非常災害に係る一般廃棄物処理施設設置の特例の
利用を含めた、災害廃棄物の処理が円滑に進むよう、
調査を今年度中に行う。支障や課題について来年度
中に調査を行い、必要な支援を適切に行う。②対応
方針には記載なし。

地方公共団体による使用料、手数料徴取について、
電子マネーの取り扱い可能な旨、導入事例や活用時
の留意事項を整理した上で、今年度中に通知する。

詳細なシステム改修の内容や費用負担について地方
公共団体と協議の上、総務省保有のシステムから活
用可能なデータのうち、算定に必要なデータを活用、
所定の様式に自動転記して提供する方向で検討し、
今年中に結論を得、必要な措置を講ずる。

①農用地利用集積計画や農用地利用配分計画の
作成事務を簡素化・迅速化するための措置を講
ずる②農地中間管理権、その利用権の存続期間
延長手続きを簡素化し、関係者間の合意による
延長を可能とする―などの見直しを行う。

｢公の施設｣とされていない学校給食センター等
の施設でも指定管理者制度を導入可能とする。

介護認定訪問調査を法人へ委託する際、法人の
職員には介護支援専門員の資格要件が課されて
いるが、社会福祉士などの医療的な資格まで広
げる。
市町村ごとの事業指定を、指定基準を同じくす
る市町村が希望した場合などに、一括（広域
的）で申請を受理、指定可能にする。

住所地特例対象施設に別の市町村から移ってき
た者が、当該施設と同一市町村内にある認知症
高齢者グループホームに移る場合に住所地特例
を適用する。

都市部の未利用国有地で定期借地権を利用して
介護施設等を整備する場合に貸付料が減額され
る、対象施設に介護老人保健施設と看護小規模
多機能型事業所を加える。
社会保障分野におけるマイナンバー利用事務の
うち、①生活保護法による保護の決定事務につ
いて労働者災害補償保険法による休業補償給付
等の支給に関する情報を追加する。②指定難病、
小児慢性特定疾病医療費助成制度の事務におけ
る所得区分を収集可能とする。
社会保障分野におけるマイナンバー利用事務の
うち、公的証明書の再交付事務もマイナンバー
提出を求める介護保険、医療保険、障害者福祉
について、マイナンバーの利用が想定されない
再交付事務は、記入を廃止する。
マイナンバーが記載された住民票の制度的な位
置付けを明確化。死亡保険金の受取り時の手続
きに関し、故人のマイナンバーの確認が通知カ
ードやマイナンバーカードによりがたい場合、
マイナンバーの記載がなくとも受取人が保険会
社に関係書類を提出できることを明確化する。
保証人に代えて保証会社の保証を活用すること
や、返済能力に応じた貸し付け限度額を設ける
ことで、被災者が無理なく借り、返済できるよ
うにする。
非常災害又は行政代執行により発生した一般廃
棄物を処理する際、産業廃棄物処理施設の設置
者が一般廃棄物の処理を可能とする特例の対象
に、①石膏ボード、その粉砕処理施設②有害物質
を含む一般廃棄物（鉛を含む廃ブラウン管ガラ
ス等）、その溶融処理施設－を追加。

地方自治体の収入方法について、住民や観光客
の利便性が向上するように、電子マネーによる
公金収納を可能とする。

エクセル様式による提出とされている財政健全
化法に基づく健全化判断比率の算定・報告につ
いて、自動転記等の機能を備えた普通交付税算
定、決算統計と一元化された電子調査表システ
ムを構築。事務負担の軽減を図る。

◯13男鹿市、鹿角市、由
利本荘市、仙北市ほか
「農地中間管理事業に
係る制度の見直し」

◯17浜松市、裾野市
「指定管理者制度の対
象施設の見直し」

◯21所沢市、那覇市
「介護認定に係る調査事
務を委託する際の職員
の資格要件の見直し」
◯22今治市、西条市、西予市ほか
「介護予防・日常生活支
援総合事業の事業所指定
方法の見直し」
◯24堺市、神戸市
「介護保険における施
設移転に係る住所地特
例の見直し」

◯25京都市、神戸市
「介護老人保健施設等に
係る未利用国有地の貸
付の対象施設の見直し」
◯28広島市、相模原市
「マイナンバーによる
情報連携の項目追加等
について」

◯29各務原市、今治市
「再発行事務における
マイナンバー記入の廃
止」

◯30豊田市、郡山市
「マイナンバー利用と
個人情報保護の両立」

◯33八戸市、三沢市、熊
本市
「災害援護資金の貸付
制度の見直し」
◯34熊本市、袋井市
「産業廃棄物処理施設
の設置者における特例
の対象となる一般廃棄
物及び処理施設の拡
大」
◯36日立市、土浦市、古河市ほか
「電子マネーを利用した
公金の収納を可能とす
る見直し」
◯51京都市、福知山市、
舞鶴市、堺市ほか
「財政健全化法に基づ
く健全化判断比率の算
定・報告の一元化」
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国
と
地
方
の
協
議
の
場

（
平
成
30
年
度
第
3
回
）
が

30
年
12
月
17
日
、
首
相
官
邸

で
開
催
さ
れ
、
山
田
一
仁
会

長
（
札
幌
市
議
会
議
長
）
ら

地
方
六
団
体
の
各
代
表
が
出

席
し
た
。
山
田
会
長
は
、
安

定
的
な
税
源
確
保
の
た
め
、

社
会
保
障
と
税
の
在
り
方
に

つ
い
て
、
早
期
に
議
論
す
る

よ
う
求
め
た
。

協
議
事
項
は
「
平
成
31
年

度
予
算
編
成
及
び
地
方
財
政

対
策
に
つ
い
て
」
。
山
田
会

長
は
「
環
境
性
能
割
は
1
年

限
り
の
臨
時
的
減
税
と
さ
れ

た
が
、
確
実
に
廃
止
し
て
も

ら
い
た
い
」
と
要
望
。
予
算

大
綱
の
検
討
事
項
で
、
自
動

車
関
係
諸
税
は
中
長
期
的
に

検
討
を
行
う
と
さ
れ
て
い
る

こ
と
に
触
れ
「
最
終
的
な
結

論
を
得
た
事
実
を
踏
ま
え
、

地
方
の
意
見
を
十
分
に
聞

き
、
地
方
税
源
が
減
少
し

な
い
よ
う
お
願
い
す
る
」

と
発
言
し
た
。

社
会
保
障
と
税
に
つ
い

て
山
田
会
長
は
、
人
口
減

少
で
社
会
保
障
制
度
は
早

期
に
本
格
的
に
取
り
組
ま

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し

「
地
方
都
市
は
、
人
口
減

で
も
住
み
よ
い
社
会
を
作

る
た
め
、
安
定
的
な
税
源

が
必
要
。
早
期
に
議
論
を

始
め
る
必
要
が
あ
る
」
な
ど

の
意
見
を
述
べ
た
。

意
見
交
換
で
は
山
田
会
長

か
ら
、
国
と
地
方
の
協
議
の

場
の
開
催
時
期
を
与
党
の
税

制
改
正
の
議
論
な
ど
の
前
に

設
定
す
る
よ
う
検
討
を
求
め

た
。今

後
、
医
療
、
介
護
な
ど

の
費
用
が
増
大
す
る
た
め
、

地
方
に
財
源
が
必
要
で
あ
る

と
し
「
税
収
の
安
定
的
な
、

偏
在
性
の
小
さ
い
地
方
税
体

系
が
必
要
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

地
方
消
費
税
の
拡
充
の
検

討
」
も
要
望
。
法
人
関
係
税

の
偏
在
是
正
に
関
し
て
「
法

人
住
民
税
の
従
業
員
割
で
は
、

地
方
の
工
場
な
ど
が
、
ロ
ボ

ッ
ト
化
し
、
人
が
減
る
な
ど
、

産
業
構
造
が
大
き
く
変
化
し

て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
検

討
し
て
い
た
だ
き
た
い
」
な

ど
の
発
言
が
あ
っ
た
。

六
団
体
か
ら
は
▽
幼
児
教

育
の
無
償
化
に
つ
い
て
、
質

の
向
上
・
確
保
▽
健
康
寿
命

延
伸
や
高
齢
者
就
労
促
進
の

取
組
に
つ
い
て
、
地
方
の
取

組
の
横
展
開
を
支
援
▽
国
土

強
靱
化
緊
急
対
策
の
計
画
的

な
実
施
―
な
ど
を
求
め
る
意

見
を
表
明
。

六
団
体
の
発
言
を
受
け
、

安
倍
晋
三
内
閣
総
理
大
臣
は

「
こ
の
場
の
議
論
を
踏
ま
え
、

31
年
度
の
予
算
編
成
と
地
方

財
政
対
策
を
取
り
ま
と
め
た

い
」
と
述
べ
る
と
と
も
に
、

30
年
に
全
国
各
地
で
相
次
い

だ
大
規
模
自
然
災
害
に
つ
い

て
、
補
正
予
算
を
活
用
し
、

復
旧
を
加
速
さ
せ
る
考
え
を

示
し
た
。

こ
の
ほ
か
▽
誰
も
が
安
心

し
て
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
、

強
靱
な
ふ
る
さ
と
づ
く
り
の

た
め
取
り
ま
と
め
た
7
兆
円

規
模
の
3
か
年
緊
急
対
策
に

つ
い
て
、
初
年
度
と
し
て
速

や
か
に
着
手
す
べ
き
も
の
は
、

第
2
次
補
正
予
算
で
直
ち
に

対
応
す
る
▽
31
年
度
予
算
の

編
成
に
当
た
っ
て
は
、
10
月

の
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
に

際
し
て
の
十
分
な
消
費
税
対

策
、
幼
児
教
育
無
償
化
の
実

現
な
ど
、
経
済
の
回
復
基
調

の
持
続
、
新
し
い
成
長
軌
道

を
生
み
出
す
た
め
に
、
万
全

な
対
策
を
盛
り
込
む
▽
政
府

と
し
て
、
地
方
の
声
に
徹
底

し
て
耳
を
傾
け
、
活
力
あ
る

地
方
の
創
生
に
力
強
く
政
策

を
進
め
て
い
く
の
で
、
よ
ろ

し
く
お
願
い
申
し
上
げ
る
―

と
も
発
言
し
た
。

菅
義
偉
内
閣
官
房
長
官
は

「
地
方
に
関
わ
る
重
要
政
策

課
題
に
つ
い
て
は
、
し
っ
か

り
地
方
の
皆
様
と
連
携
し
な

が
ら
進
め
て
い
き
た
い
」
と

述
べ
た
。

（
六
団
体
提
出
資
料
は
内
閣

官
房
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
。

後
日
、
国
会
報
告
と
議
事
録

も
掲
載
さ
れ
る
）

▼
議
長

▽
薩
摩
川
内福田

俊
一
郎（
11
・
20
）

▽
甲
州

廣
瀬
宗
勝（
11
・
30
）

▽
南
相
馬

今
村

裕（
12
・
3
）

▽
さ
く
ら

石
岡
祐
二（
12
・
3
）

▽
四
国
中
央原

田
泰
樹（
12
・
3
）

▽
伊
勢

中
山
裕
司（
12
・
4
）

▽
阿
南

橋
本
幸
子（
12
・
4
）

▽
舞
鶴

上
羽
和
幸（
12
・
5
）

▽
い
す
み

中
村
松
洋（
12
・
6
）

▼
副
議
長

▽
薩
摩
川
内

今
塩
屋
裕
一（
11
・
20
）

▽
甲
州

廣
瀬
明
弘（
11
・
30
）

▽
南
相
馬

山
田
雅
彦（
12
・
3
）

▽
さ
く
ら

岡
村
浩
雅（
12
・
3
）

▽
我
孫
子

豊
島
庸
市（
12
・
3
）

▽
四
国
中
央三

宅
繁
博（
12
・
3
）

▽
伊
勢

品
川
幸
久（
12
・
4
）

▽
阿
南

飯
田
忠
志（
12
・
4
）

▽
舞
鶴

谷
川
眞
司（
12
・
5
）

▽
い
す
み

横
山
正
樹（
12
・
6
）

訃
報木下

憲
司
氏
（
横
須
賀
市

議
会
議
長
）
1
月
11
日
逝
去
、

68
歳
。
告
別
式
は
1
月
18
日
、

市
内
で
行
わ
れ
た
。
喪
主
は

妻
の
富
喜
美
さ
ん
、
長
男
の

哲
秀
さ
ん
。

議議
会会
人人
事事

社社
会会
保保
障障
とと
税税
早早
期期
議議
論論
をを

地地
方方
にに
安安
定定
的的
なな
財財
源源
求求
めめ
るる

国国
地地
方方
協協
議議
のの
場場
でで
山山
田田
会会
長長

協議の場の模様
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